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1. 研究の目的 
実用的な土地利用モデル研究は，動学的な取り

扱いを可能にすることを目指すようになってきて

おり，時間軸に沿った動的な変化をも追いかける

必要性が高まってきている．これらの土地利用モ

デルでは，土地利用変化による交通への影響が短

期間で及ぶのに対し，交通状況変化による土地利

用への影響は比較的長い時間を要すると考えられ

ており，主に 5 年を 1 期として前期の交通条件・

変数が次期の土地利用モデルを構成するパラメー

タとなるモデルを構築しているものが多い．しか

し，1 期間として定められている 5 年という時間

経過の設定に特に強い根拠がなく，交通状況の変

化に伴って予測される 5 年後の土地利用状況が，

その時間変化のどの段階に対応しているか不明で

ある．本研究では，この点をふまえ，交通基盤整

備による土地利用の時間的推移が，詳細地区別に

どのように起こっているかを，実データをもとに

知ることを目的とする． 
 
2. 人口変化からの土地利用変化分析 
 一般に，土地利用変化のうち住宅地の面積変化

および主体区分別の住宅タイプ変化は，その対応

属性別の人口と単位あたりの面積の積（ ii Nh ）で

得られる立地面積で表現されるため，ここでは，

単位あたり面積を一定と考えて，詳細な時系列変

化データの取得が容易な人口によって，土地利用

変化を見ることとする． 
2.1 道路事業 
 分析対象は，2003 年 3 月 30 日に供用開始され

た第二京阪道路枚方東 I.C.周辺地域とし，自動車

交通が広域に影響することから 3km 圏内の町丁

目別総人口を分析する．期間は供用開始の 1 年前

にあたる 2002年 4月から 2007年 1月までの約 5
年間とし，供用開始前の 1 年を宣伝効果，供用開

始後を土地利用変化に影響が及ぶ期間と考えた． 
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枚方東 I.C.～1km 

枚方東 I.C.～2km 

枚方東 I.C.～3km 
図 1 枚方東 I.C.付近の人口変化 

 図 1 は，I.C.からの距離帯ごとに人口変化をみ

た縦軸に人口，横軸に時間をとったグラフの一例

である．まず，1km の距離帯では，道路事業によ

る土地利用変化が観察できず，他地区を含めた全

体的な傾向である微減傾向に変化は見られない．
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自動車は比較的容易に距離を移動できるので，I.C.
の付近であるという理由だけでは住宅に対してそ

の効果を発現することは無いと考えられる．次に

JR 学研都市線の駅勢圏を含む既存集積地である

2km の距離帯についてみると，1km 帯と同様の

人口減少傾向が観察できた地区もあったものの，

人口増加を観察することができた．対象期間およ

びそれ以前の時期に JR 学研都市線の輸送サービ

ス改善やその他の土地利用に与える大きな事業が

無いことから，この人口増加傾向は，当該道路事

業によって既存集積地に変化が生じたものと判断

する．人口増加時期のズレや 5 年以内に増加が収

まるか継続するかという違いは，詳細地図の分析

により地区別の開発余地の分散傾向によるものと

考えられた．3km の距離帯については，多くの地

区で人口動向に変化は見られなかった． 
2.2 鉄軌道型事業 
 分析対象は，1990 年 6 月 1 日に開業した大阪

モノレール線山田駅周辺地域とし，徒歩・自転車

アクセスを基本とする公共交通機関は狭域に影響

すると考え，500m 圏内の町丁目別年齢階層別人

口の 20 年間の経年的変化を追う．5 年毎に昭和

60 年，平成 2 年，平成 7 年，平成 12 年，平成 17
年と区切り，コーホートを追いかける．なお人口

変化と人口変化率を求め，人口変化率の大小で土

地利用変化を判断する． 
 山田駅周辺地区を戸建て住宅の集積地区と集合

住宅の集積地区に分類する．図 2 に示すように，

戸建て住宅の集積地区では，大阪モノレール線開

業による人口の大きな変化は見られにくい．一方

集合住宅の集積地区では，大阪モノレール線開業

によるものと考えられる世代別の人口増減傾向が

観察できた．これは，直接観察可能な土地利用変

化に影響を及ぼすものではないが，長期にわたっ

て継続する人口変化である点は，土地利用交通モ

デルを考える上で見逃せない． 
 
3. 結論 
本研究では，道路事業と鉄軌道型事業による住

宅土地利用変化を，詳細地区別時間段階ごとの人

口変化として捉えた．枚方市と吹田市で土地利用

を分析すると，開発余地がまとまっているかある 

戸建て住宅の集積地区 

集合住宅の集積地区 

 

図 2 山田駅周辺のコーホート人口変化 
いは集合住宅が多いなどの特徴が観察できる「早

期に開発される地区」，交通変化による開発効果の

受け入れ余地がないかあるいは戸建て住宅が多い

などの特徴をもつ「開発されない地区」，交通変化

の開発効果を受け入れられるが既に住宅密度が高

いかあるいは開発余地が分散しているなどの特徴

をもつ「開発に時間がかかる地区」に分類される．

これは，一方では，ディベロッパーなどの住宅供

給側の開発資金や資源余力などの影響を受けたも

のと考えることができる．5 年の時間経過を超え

てもなお土地利用変化が継続している場合は，現

在の土地利用モデルが想定している交通と土地利

用変化との関係では，変化を過小評価することに

なり，土地供給のメカニズムを取り込むような改

善が必要である．両事業の変化は詳細地区ごとに

疎らに現れており，従来，大きなゾーン区分で見

逃してきたこのような傾向を詳細に知ることによ

り，既存集積地区の規模，開発余地の有無および

分散傾向，住宅関連政策の時期との関連などを考

慮する必要があろう． 

平成19年度土木学会関西支部年次学術講演会

Ⅳ- 85


